
Ⅰ　はじめに
教職大学院学校経営系コースで学ぶ現職派遣教員学生

（現職院生）は，これまでの教職経験でそれぞれの教育

観を有している。また，家庭や地域社会の教育力の低下

や急激な社会変化に伴う学校の役割，特別な教育的支援

を要する児童・生徒への対応など，学校が抱える今日的

課題に対する意識も高い。そして，保幼・小・中・高の

接続や「チームとしての学校」施策に見られる体制整備

などの体系的，組織的取組の重要性も認識している。一

方で，一般教員としての職務範囲は限定的であり，統括

的に学校組織の運営・管理の実務に当たる機会はそれほ

ど与えられていないと推測される。

今後，現職院生は，県・市町教育委員会との連携や協

働，学校運営の要としての役割，コンプライアンスの推

進などの高度な職務に力を発揮することが期待される。

また，質の高い学校教育を推進する上で，教育的資源で

ある人・物・金（財政）・情報を活用した職務遂行能力

が求められる。

以上の文脈は，教職大学院学校経営系コースを担当す

る大学教員に，従来の行政による現職研修と異なる学校

経営教育のシステムと内容 ･ 方法の開発を求める。これ

まで，大学院学校経営教育のシステム開発の実際や授業

モデルの研究（篠原 2017，加治佐 2011 など），あるい

は研究者教員の教授力量の基礎にかかる研究（牛渡

2013，大野 2019 など）はみられるものの，教職大学

院のニューカマーとなる実務家教員における（研究者教

員の取組とも結合する）大学院での授業開発に資する研

究はそれほど多くない（例えば廣岡 2012）。

本研究は，このような状況理解に基づき，現職院生の

学校経営に必要となる実践力の開発に向けた実務家教員

の実践開発の事例研究として，滋賀大学教職大学院学校

経営力コースのコース別科目「教育法規の理論と実践」

及び「学校組織マネジメント研究」での取り組みを取り

あげ，その成果と課題を検討する。

Ⅱ　問題と目的
1　教育法規に関する一般教員の現状と課題

一般教員にとって，教育法規は馴染みあるものではな

い。教育法規に触れる機会と言えば，教員採用試験の受

験時に，それに向けてコンパクトにまとめられた商業誌

等を通じ，日本国憲法や教育基本法など出題頻度の高い

基本的な教育法規を暗記する程度で，日常の教育活動で

教育法規を確認する機会は稀有と言ってよい。

この背景には，教員の職務に対する意識の対象が児童・

生徒の学習活動であり，戦後教育の量的拡大をめざす知

識・技能の習得を目的とする学校文化があったと考える。

学校現場では，検定教科書の内容を児童・生徒に教え込

むことが職務の中心であると考えている教員も少なくな

い。授業研究の協議の場で「教科書を教えるのではなく，

教科書で教えること。」「知識伝達型の授業から学習者主

体の活動型の授業を工夫すること。」など，教科を担当

する指導主事が繰り返し指導・助言に努めてきたことか

らも，このことが窺える。

昭和 59 年の臨時教育審議会設置以後，知識詰め込み

教育の弊害や社会の変化を受けて，「個性の重視」の教

育が求められるなかで，完結型の学校教育から生涯学習

型の学校教育への移行が図られた。一方，学校現場では

関心・意欲・態度も学力とする「新しい学力観」を学習

評価にどのように反映させるかに関心が集中した。

「生きる力」を育む教育の重要性が指摘され，平成 10

年の学習指導要領の改訂では，授業時数の削減や週 5

日制の移行，総合的な学習の時間などの実施に向け，学

校現場では教育課程の再編に注力してきた。

中央教育審議会より「新しい時代にふさわしい教育基

本法と教育振興基本計画の在り方について」（平成 15

年 3 月）が答申され，平成 18 年に教育基本法が改正さ

れた。以後，学校教育法等の教育関連法令の改正が体系

的に進められ，学習指導要領も今回が 2 度目の改訂と

なる。学校現場では，「思考力・判断力・表現力」「習得・
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活用・探究」「主体的・対話的で深い学び」などのキーワー

ドをもとに，教育方法や技術を模索している現状にある。

第 4 次産業革命が進行する状況下で，子どもたちは，

知識基盤社会の先にある予測が困難で新たな時代を担う

ことになる。人材育成に果たす学校現場や教員の意識改

革につながる質的向上が求められる。

法規は，「国や自治体などの国家機関を拘束し，国民・

住民の権利・義務を定める公式の法規範（市川他編

2019：p.7）」である。児童・生徒の教育に携わる教員

にとって教育法規に精通することは不可欠である。さら

に，教育法規の内容や近年の変化を学ぶことは，多角的，

体系的に教育を捉え，我が国の進める教育改革の意義や

目的を幅広く理解し，学校教育に求められる役割をより

精度が高い形で果たすことにつながるだろう。

2　学校現場や教員に必要となる教育法規力
（1）我が国の教育を俯瞰する力の育成

学校教育の中心的役割を求められる現職院生は，我が

国の教育の現状から課題を理解し，その改善に向けて実

践力の向上を図ることが期待される。そのためには，教

育法規の学びは重要である。

例えば，教育基本法の改正となった背景を検討するこ

とで，「科学技術の進歩，情報化，国際化，少子高齢化，

核家族化，価値観の多様化，社会全体の規範意識の低下」

（文部科学省 2007）などの社会環境の変化が教育に及

ぼす影響を認識することになる。さらに，「育児不安や

悩みをもつ親の増加，近隣住民間の連帯感の希薄化，地

域の安全・安心の確保の必要性などの家庭や地域社会が

抱える問題，いじめ問題や不登校，校内暴力等の問題行

動，質の高い教員の確保等の学校課題，基本的生活習慣

の乱れや学ぶ意欲の低下，学力低下傾向，体力の低下，

社会性の低下，規範意識の欠如等の子どもの姿」（同上）

から，解決すべき教育課題が明確となり，その改善方策

を考える機会となる。

また，旧・現行教育基本法の比較は，戦後我が国の教

育が果たしてきた役割や「教育改革国民会議」まで遡る

今日の教育改革の流れを確認し，改正の意義や目的を知

ることとなる。現行教育基本法が旧法の理念的性格に政

策的性格が付与された（篠原 2013：pp.4-7）ことの関

連で，教育の目標（第 2 条）や教育振興基本計画（第

17 条）の規定内容を理解することは，学校教育におけ

る不易と流行を再認識させ，教育制度改革の理解を深め

ることになる。さらに，学校支援地域本部事業や学校運

営協議会等の教育施策や，社会に開かれた教育課程等と

の関連で今回の改正を読み解くことは，学校改革の文脈

と近未来像を見通すことにつながる。このように体系的

な視点から教育法規を学ぶことで，我が国の教育を俯瞰

する力が培われることが期待される。

（2）不断の学びにつながる資質・能力の育成
平成 27 年 12 月中央教育審議会答申「これからの学

校教育を担う教員の資質能力の向上について ～学び合

い，高め合う教員育成コミュニティの構築に向けて～」

の具現化に向けて，教育公務員特例法等が改正され，

10 年経験者研修の中堅教諭等資質向上研修への変更，

教員育成指標や教員研修計画の策定が義務化された。こ

れらの改正は，アクティブ・ラーニングの視点からの授

業改善や教科等を越えたカリキュラム・マネジメントへ

の対応，英語・道徳・ICT・特別支援教育等の新たな課

題への対応，「チームとしての学校」の実現，社会環境

の急速な変化や大量採用による年齢，経験年数の不均衡

による弊害，学校教育課題の多様化・複雑化などの教育

課題に対応するものである。現職院生は，教育法規を通

して，教育課題の改善に専心する必要性を学び，自らの

不断の修養と研究の重要性を再認識することができる。

そして，所属校での同僚性やリーダーシップの発揮に繋

がるものであると考えられる。

文部科学省「平成 29 年度公立学校教職員の人事行政

状況調査について」によると，平成 27 年度から平成

29 年度の 3 年間の教育職員の懲戒処分数は 2,643 人，

訓告等は 16,824 人で，全教育職員に占める割合は約

0.70％となっている。また，指導が不適切な教員の認定

及び措置等の状況は 95 人（前年度 108 人）である。数

字に表れない事案を含め，教職員の倫理観の問題は，今

日的な教育課題の一つになっている。現職院生が改めて

教育公務員の服務規定から地方公務員法等の関係法令を

認識することは人事管理運営には欠かせない。教員の身

分や職務規定，教育公務員の優位性などを再認識するこ

とは，社会的要請に対する視野の広がりに繋がるもので

ある。また，学校事故等へのリスク・マネジメントやク

ライシス・マネジメントに通ずる危機管理力の修養にお

いても，安全配慮義務や注意義務との関連で法規を学ぶ

ことは重要な今日的課題である。

さらに，教育法規から学校教育を見直すことは，現職

院生に学校教育を巡る多種多様な課題の新たな気づきか

ら行動への変容を促し，不断の学びに繋がるものである。

そして，教育方法や技術にのみ目を奪われることなく，

教育者としての視野を広げ，教員の資質・能力を幅広く

伸長させることが期待される。

3　学校組織マネジメントに関する現状と課題
中央教育審議会答申「チームとしての学校の在り方と

今後の改善方策について」（平成 27 年 12 月）では，「こ

れからの学校が教育課程の改善等を実現し，複雑化・多

様化した課題を解決し ていくためには，学校の組織とし

ての在り方や，学校の組織文化に基づく業務の在り方な

どを見直し，『チームとしての学校』を作り上げていく

ことが大切である。」としている。そのために，①専門

性に基づくチーム体制の構築，②学校のマネジメント機

能の強化，③教職員一人一人が力を発揮できる環境の整

備の必要性が指摘されている。そして，学校のマネジメ

ント機能の強化について，「管理職のリーダーシップや

学校のマネジメントの在り方等について検討を行い，校

長がリーダーシップを発揮できるような体制の整備や，

学校内の分掌や委員会等の活動を調整して，学校の教育
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目標の下に学校全体を動かしていく機能の強化等を進め

る。」と述べている。

これまで学校では，個々の教員の専門性による自律的・

創造的に行われる教育活動が尊重されてきた。そして，

それぞれの教員の特性が最大限に生かされる環境として

フラット型（鍋蓋型）の組織が機能してきた。学校規模

に関わらず，学校運営の柱となる管理職の配置形態は，

特別な場合を除き，「公立義務教育諸学校の学級編制及

び教職員定数の標準を定める法律」により，全国の公立

小中学校で同じであった。

文部科学省は 2007 年の学校教育法改正に基づき，新

しい職の創設による学校運営体制の強化に向け組織改革

を図っている。しかし，先述したこれまでの学校文化を

変革し，課題の共有と課題解決に向け組織力を発揮する

ピラミッド型の組織がもつ特長が十分に機能した学校運

営体制には至っていない。

学校組織マネジメントの課題は，教員の専門性を活か

し，児童・生徒の活動を重視する教育指導の側面と学校

を一つの組織体として捉え経営的視点をもつ校長のリー

ダーシップが十分に機能する学校管理の側面との統合に

ある。この点，教職大学院に学ぶ現職院生には，学校特

有の組織のなかで，マネジメント機能を生かし新たな学

校文化を創造する経営力の育成が求められる。

4　学校組織を動かすマネジメント力の育成
学校組織マネジメントの目的は，保護者や地域住民か

ら付託された教育活動を通して，地域の特性や児童生徒

の実態を踏まえ，文部科学省や都道府県教育委員会，市

町村教育委員会が掲げる教育施策に応じた学校の教育目

標を実現することである。そして，取組の観点として，

①人材の有効活用，②職務機能の効率化，③教育成果の

最大化が挙げられる。学校組織を動かすマネジメント力

の育成では，研究者教員が行う理論や演習を通して培わ

れた知識や技術を，今後の学校現場のなかで活用する実

践力へと高めることが求められる。

2008 年に創設された教職大学院制度において，特に

学校経営系コースに在籍する現職院生は，研究者教員か

らの学びを，実務家教員が実際場面で積み上げてき実務

事例を通して深め，実践課題や改善策，成果等を検討す

ることで，学校組織を動かすマネジメント力の実践力を

培っていくことが期待される。

Ⅲ　方法
1　対象

平成 31（令和元）年度に滋賀大学大学院教育学研究

科高度教職実践専攻（教職大学院）学校経営力開発コー

スに入学した現職派遣教員男性 2 名（中学校教員 2 名）・

女性 3 名（小学校教員 1 名，中学校在籍教員 2 名）の

計 5 名（以下，受講生）が本稿の二科目を受講した。

2　方法
同教職大学院において，平成 31 年 4 月 8 日（月）か

ら令和元年 7 月 29 日（月）の間，研究者教員と実務家

教員のコラボで開講した学校経営力開発コース科目「教

育法規の理論と実践（全 15 回，研究者教員の大野と実

務家教員の田村が担当）」及び「学校組織マネジメント

研究（全 15 回，大野・田村の他 1 名の実務家教員が担

当）」を取り上げ，Ⅰで示した関心に基づき，実務家教

員が実施した教育法規演習やマネジメント機能を活用し

た学校現場での実務事例が，受講生の教育観の変容や学

校経営に関する知識・理解や意識の向上にどのような成

果をあげることができるか，検討する。

3　両授業の経緯と実務家教員の実践の方向付け
上記二科目は，分業形式のオムニバス形式を採らず，

全 15 回の授業に担当教員全員が原則同席する協力教授

形式で実施された。平成 31（令和元）年度の両科目は，

科目内の数回のまとまりごとに，研究者教員の理論・研

究知の講義－実務家教員の実践事例・実践知に係る講義

－事例研究または演習，の流れをもたせることを基本に

計画された（「教育法規」は前年度まで，15 回の前半を

研究者教員主導の法規解釈講義，後半を実務家教員主導

の実務演習としていたが，院生の課業負担及び授業アン

ケート等での理解度の状況から，「学校組織マネジメン

ト」で実践していた上記の形式に近づける授業改善を

行った）。両授業とも主担当は研究者教員が務めたが，

そのコーディネート機能は「学校組織マネジメント研究」

は相対的に強く，「教育法規の理論と実践」は弱い。こ

れは，「学校組織マネジメント」は実務家教員二人が担

当するための差異ともいえるが，実務家教員の田村が学

校管理職・教育行政職（県教委・市教委）にわたり卓越

した教育法規の運用経験や生徒指導の専門力量を有する

ため，「教育法規」では，その特性を授業運営に活かす（そ

して研究者・実務家の授業内での相互学習を促進する）

意図によるところが大きい。

なお，実務家教員は「教育法規の理論と実践」では，

主に 7 回の授業を，「学校組織マネジメントの研究」では，

主に 5 回の授業を担当した（研究者教員は二科目とも 7

回の授業を主に担当。残りの回は外部講師授業または最

終演習で全員担当）。実務家教員の授業に際しては，紙

面による自主教材を配布し演習課題の明確化に努めた

り，パワーポイントにより実務のポイントや画像を示し

たりすることを通して，内容理解の促進や臨場感の高揚

を図ることに意を用いた。

Ⅳ　結果
1　「教育法規の理論と実践」における実践事例

受講生にとって，教育法規は身近なものでなく法規特

有の表現形式に戸惑いを感じる傾向にある。また，法令

解釈では，法的思考と教育的思考の違い（篠原　2015：

pp.15-16）から教育法規の学びが学校現場の諸活動と乖

離するといった学習上の障害になることも考えられる。

このため，法規学習においては，①条文の読み込みを通

して法規の表現に慣れること，②当該の条文と関連する

他の法令や条文の検索により条文理解の幅を広げるこ
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と，③これまでの培ってきた経験知との関連で法解釈を

進め，自らの職務を想起させること，④我が国の学校教

育における教育課題を俯瞰し，広い視野から教員の役割

を認識させること，が重要である。

実践事例 1（法規定と経験知をつなぐ）
受講生は第 1 回で授業ガイダンスと法規の体系につ

いて学び，第 2 回で兵庫教育大学准教授川上泰彦氏（外

部講師）による「地方教育行政と実務」の講義を受け，

教育委員会制度等を中心に学習を進めた。これに続く実

務家教員による授業回では，受講生の豊富な教職経験（経

験知）を教育法規理解につなぐことを主眼に第 2 回の

テーマを中心に演習を進めた。Table 1 は取り扱った演

習内容を示したものである。演習では，最初に「地方教

育行政に関する組織及び運営に関する法律（以下，地教

行法）」の条文を概観した後，課題 2 から課題 5 につい

てこれまでの学校現場の目線から意見交流を図り，その

後法的思考からワーキングによる検討を進めた。

Table1　地方教育行政と実務

この演習により，教職の身分的特徴や地教行法の規定

が日頃の教育活動と深く関わっていること，学校で実施

する教育内容と国や県市町村が示す教育施策の関連，教

育を取り巻く首長部局と教育委員会との関係の変化な

ど，これまで疎遠であった教育法規が自らの職務と深い

関わりを持つことが認識され，今後の教育法規の学習に

対する意欲喚起が図られた。一方，教育法規の条文の難

解さに対する声が受講生からは聞かれた。

実践事例 2（実務と関係法令の理解）
受講生には 4 回の教育基本法規と解釈において，学

校教育法，教育課程や学校管理の関連法規，学校保健安

全法の理論学習を終えた後で，既習の関連内容について

教育小六法を用い，学校が果たすべき実務と課題，学校

事故等に関する実務的問題等の演習課題を実施した。

Table 2 は演習で取り上げた内容の一部である学校教育

法（小学校）について取り上げた内容を例示したもので

ある。受講生は，これらの演習を通して，①条文の読み

込み②当該条文との関連法令や条文の検索③学校におけ

る実務課題と法規の解釈との関連について知識理解を深

め，教育法規の条文から幅広い視点で学校教育を俯瞰し，

自らの教育活動と教育法規の関連性の重要性を学ぶこと

ができた。一方，教育法規が相互に多くの関連構造にあ

るため，受講生にとって混乱を生じさせたと思われるこ

とは反省材料であり，演習内容と学習時間との調整が必

要と捉えている。

Tablel2　学校教育法（小学校）の条文と実務

 

実践事例 3（判例や研修事例から学びを深める）
学校事故や体罰などの指導上の瑕疵，教員による非違

行為等が起こる度に，教職員のコンプライアンスやリー

ガル・マインドの問題が指摘される。学校現場には，依

然として教育愛や情熱の言葉で飾られる教育的思考で教

育活動が進められている現状に問題があると言える。安

全配慮義務や注意義務に関連する意識の向上に向けて

は，実際の判例や研修で取り扱われる事例等を通して学

習することが重要である。渡邊（2010）は，判決文を

読む意義を，①法律条文の実生活上の意味を実感できる，

②多様な教育実践を知り，その良し悪しにつき主として

法的視点から自らを評価する機会となる，③法律家の思

考プロセス，リーガル・マインドを追体験できること，

と述べている。受講生には，Table 3 に示すステップ 1

～ 3 の演習事例を通して，自らの身分上，職務上の義

務をはじめ，行政責任・刑事責任，民事責任に関する関

係法令を学び，法的思考力を高めさせた。なお，ステップ

1 ～ 3 の内容は以下のように設定した。

・ ステップ 1　事故・事件等に関する訴訟事例から根拠

法令を考える。
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・ ステップ 2　事故・事件等に関する研修事例等から根

拠法令を検索し説明する。

・ ステップ 3　主文，事実及び理由からなる判決文から

事故・事件を読み解く。

Table3　判例等から学ぶ教育法規の演習

受講生は，報道される事件や事故について，一部の教

員よる事件や例外的に生じる事故であるとの当初の意識

から，演習を重ねるごとに事件や事故に潜在する課題の

重大性に気づいていった。また，法的思考から事例を考

え，検討するリーガル・マインドの高まりが観察された。

さらに，判例文を通して，原告と被告の主張を詳細に読

み込むことで，互いの主張が学校現場と決して乖離して

いるものでないことに気づくとともに，類似的な事象が

起こりかねないとの危機意識の向上にもつながった。一

方，判例文の検討や解説に要する時間の制約から予定し

ていた内容を十分に実施できたとは言い切れない課題が

残ったことは反省材料である。なお，事例 3 ～ 5 は，

島根県教育委員会（2004）から引用した。

実践事例 4（事故事例や論文を解説する）
最終回の最終演習では，各受講生をレクチャラー役と

して事故事例と学校事故に関する論文の解説を課題に与

えた。5名の受講生のうち，3名は学校事故事例について，

2 名は関連する学術論文について，それぞれ 15 分程度

で問題の所在や内容等のミニ講義実施に取り組んだ。そ

の後，質疑応答の時間をとり，演習の「振り返り」を行っ

た。事故事例教材は，①授業中の事故と責任，②休み時

間の事故と責任，③給食アレルギーの事故と責任に関す

るもの。論文は，「学校事故の判例に学ぶ教師のリーガル・

マインド（渡邊 2010）」を取り上げた。

5 名の受講生は，これまでに培った教育法規力を駆使

し，立派なミニ講義が行えた。また，質疑応答では，学

校現場での職務活動との関連から協議が進められた。

2　「学校組織マネジメント研究」における実践事例
実践事例 1（SWOT分析から教育計画を策定する）

SWOT 分析は，学校が有する内部環境や外部環境を

Strengths（強み）・Weaknesses（弱み）・Opportuni-

ty（機会）・Thread（脅威）の 4 項目から分析し，その

分析内容を教育資源と捉え，学校力の向上を図る手続き

である。この手法は，本科目前半で研究者教員による学

校経営・学校組織マネジメントの概論講義・演習に取り

入れられている。この一連の講義・演習の直後に置かれ

た実務家教員担当回では，受講生が SWOT 分析を活用

した学校教育目標の設定や教科・領域における活動目標

や実施計画の設定に至る学校組織マネジメントの実際を

体得できるよう，実践事例の講義を行った。

Figure1　中学校での資源分析例

Figure 1 は，実務家教員が所属した中学校に関する

SWOT 分析により学校資源を分析した例である。また，

Table 4 は，学校資源分析から設定した学校教育目標と

下位目標である「めざす生徒像」「めざす学校像」「めざ

す教師像」を示したものである。受講生には，SWOT

分析を活かして策定した教育重点項目である①確かな学

力，②開発的生徒指導，③教育相談，④いじめ防止，⑤

キャリア教育，⑥特別支援教育，⑦地域とともにある学

校，⑧教職員の意識の向上と専門性について，それぞれ

の活動目標や活動計画を説明した。Table 5 に生徒指導

目標と重点，Table 6 に校長の在籍期間に合わせた学力

向上 3 年計画を例として示す。
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Table4　教育目標の設定例

 

Table5　開発的生徒指導の推進

 
Table6　確かな学力の向上をめざす 3 年計画

 

受講生は，これらの実践事例を通して，SWOT 分析

の実際に触れ，研究者教員が行った演習の成果を振り

返って，現場感覚から分析する視野を培った。また，学

校目標をはじめ，学校が策定する様々な教育活動計画が

実質的な活動実践に深く関わりをもって実践する必要性

について再認識する機会ともなった。

実践事例 2（機能する校務分掌への改編）
本科目では，学校経営・学校組織マネジメントの概論・

演習（SWOT 分析→具体策構築）授業回の後に，校内

外の組織化に関する内容が配置された。この数回の授業

は実務家教員二名が主に担当し（研究者教員は補足情報

提供等に回る），校務分掌・地域連携・財務の資源配置・

組織化に関連する実務トピックを，受講生が同時期に履

修する実習科目で実習校（現任校）から取材した内容と

突き合わせながら講義した。

校務分掌は，学校運営に関し必要となる業務について

整理され，校務の体系を示すものである。学校教育法第

37 条第 4 項の規定「校長は，校務をつかさどり，所属

職員を監督する。」から，校長には校務分掌を如何に決

定し，機能させるかが重要な職務となる。学校組織は，

副校長や主幹教諭などの新しい職が創設されたが，依然

として鍋蓋型の特徴を有している。校務分掌が機能する

には，①校務分掌に配置する人材の選択②機能性を高め

る校務組織の改善にある。①については，教務主任，生

徒指導主事，進路指導主事，学年主任，特別支援教育コー

ディネーター，地域コーディネーター，教育相談主任，

いじめ担当教員，研究主任，保健主事等の職を教職員の

互選から校長の任命制による実務事例を取り上げた。ま

た，②については，校務組織を教育課程推進部，生徒活

動部，経理予算部の三部会に大別し，各部会を統括する

責任者を校長による指名制とし，校長が主宰する学校運

営検討委員会が示す方針や実施事項が効率的に推進でき

るよう改編した実務事例を取り上げた。また，数多くあ

る特別委員会等を機能重視の視点から統合・簡素化を

図ったことを紹介した。受講生には，校長が示すリーダー

シップや学校運営の効率化につながる組織改編の重要性

を学ぶ機会となった。

実践事例 3（事務職員の積極的学校運営参画）
チーム（としての）学校の構築にとって事務職員や

SC，SSW など専門能力スタッフの活用は，新たな経営

課題である。特に事務職員の職務は，新たに配置となっ

た SC や SSW の目的意識とは異なり，これまで実施し

てきた経理事務の影響は避けられない。事務職員には意

識や職場環境の改革が必要である。このため，滋賀県教

育委員会では，働き方改革との関連で事務職員の学校経

営参画の取組を促している（Figure 2）。

Figure2　滋賀県教育委員会が示す事務職員の学校参画

事務をつかさどる事務職員には，実務系事務職員から

企画系事務職員への役割が求められている。学校の予算

の編成の課題については，①教育委員会事務局内での予

算編成に関する財務当局との折衝の問題②教育委員会か

ら学校への配当の問題③学校内での予算編成に関する問

題（全国公立小中学校事務職員研究会2013）が考えられ，
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共同事務組織の促進と同時に校内での予算委員会の活性

化が課題であると言える。この現状課題を踏まえ，受講

生は，財務予算部を立ち上げた事例や予算検討委員会の

設置事例を通して，企画系事務職員の育成に向けた今後

の取組について検討した。

受講生は，事務職員と教員との職務内容の違いから協

働的関係が十分でなかったこと，学校予算について積極

的な関与が必要なこと，教育指導の効率化には予算編成

が重要なこと，について新たな課題意識が高まった（な

お，2019 年度は，本科目外部講師として福岡県立学校

事務主査井上明輝氏を招聘し，事務職員の視点を交えて

以上の課題解決に迫る講義回も設けた）。

実践事例 4（地域連携が学校を変える）
子どもの成長にとって，家庭教育，社会教育，学校教

育が一体となり，有機的に機能する必要がある。しかし，

学校生活での児童生徒の問題の背景として，家庭教育力

や社会教育力の低下が指摘されてきた。昭和 63 年文部

省教育白書では，「国民の所得水準の向上等により学校

教育は著しい量的拡大を見たが，一方において家庭や地

域の教育力は低下し，学校においても多様な青少年の実

態に適切に対応することが困難となり，青少年の問題行

動や学校に対する不適応等が増加してきた。」としてい

る。この傾向は，現在も解消されることなく，児童虐待

問題や家庭の経済格差が及ぼす教育格差の問題，少子高

齢化や人口動態の流動などによる地域共同体の解体と

いった新たな課題が生じている。

現行教育基本法では，新たに家庭教育や地域との連携

が条文化され，実際的取組として学校地域支援本部事業

や学校運営協議会の実施が進められている。また，「社

会に開かれた教育課程」の趣旨は，学校が実施する教育

課程における教育目標を学校と社会が共有し，「社会全

体で子どもの成長を育む」ことの実現にある。

Figure3　家庭・地域・学校連携

実務事例では，PTA を中心とする保護者の学校教育

への参加，小学校区の自治連合会，社会福祉協議会との

連携強化，生徒による地域ボランティア活動の推進，地

域への学校施設開放の促進，学校関係者懇談会の実施な

どを取り上げた（Figure 3）。また，県・市教育委員会

との連携事業や新聞社による広報活動例も取り上げた。

受講生は，これらの実務事例を通して，開かれた学校に

向けた実践的取組や家庭・地域・学校が一体感をもって

子どもの成長に関わる実際を学ぶことで，今後の学校教

育が進む姿のイメージ化に繋がった。

実践事例 5（PDCAに学校評価を活用する）
本科目の終盤には，学校評価にかかる授業回が二回，

研究者教員の講義，受講生の現任校分析及び実務家教員

の順で配置された。

学校経営評価は過去にも教育センター等の教育研究機

関で実施されていたが，実施主体が学校でないなど，そ

の実体は形骸化する傾向にあった。平成 19 年の学校教

育法の改正により学校が主体となって自己評価を実施す

ることとなった。そして，評価に際しては，学校関係者

評価，第三者評価を活用し，学校によっては児童生徒，

保護者，教職員対象のアンケートも実施されている。

学校評価で重要なことは，学校評価結果の「活用」に

ある。この際，①当該年度に実施する自己評価は前年度

評価から策定された改善策との比較から検討すること，

②自己評価を個々の教職員の課題意識へと浸透させるこ

と，③改善策が実効あるものとするため，校務分掌に落

とし込み組織的な実践に移すこと，が必要となる。これ

らの取組の一端として，実務事例では，人事評価と関連

付け年間を通して教育活動の改善例を実務事例として取

り上げた。また，人事面談の際には，学校運営に関する

教職員からの積極的な提言を促進することに留意させ

た。受講生は，経営改善にとっての PDCA サイクルの

要は，チェック＆アクションにあり，教員の参画意識の

向上が重要であることの認識に繋がった。Figure 4 に

実際の学校評価の年間スケジュールを示す。

Figure4　PDCA を活かす学校評価年間スケジュール

Ⅴ　考察
本研究では，教職大学院が担う高度の専門的な能力及

び優れた資質を有する教員の養成に向け，滋賀大学教職

大学院における「教育法規の理論と実践」，「学校組織マ

ネジメント研究」の授業を取り上げて実務家教員による

実践事例から，その成果について検討した。

「教育法規」では，教員の普段の教育活動に関連性が

深いテーマについて焦点をあて，学校教育を俯瞰し，教

育課題を認識するなかで，より高度な実践を目指して不

断の研究と修養に繋がる資質・能力の育成を目指した。

このことについては，教育法制の根幹となる教育基本法

をはじめ，多くの教育法規の関連性を学ぶことで我が国

の教育を大局的に捉え，学校教育に求められる教育の役

割や在り方を総括的に認識することができたと考える。

また，このことが更なる受講生の資質や意欲の向上に向

けた探究心を育てたと考える。
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「組織マネジメント」では，学校を取り巻く状況や将

来に子どもたちに求められる資質や能力の変化に対応で

きる学校力の育成につながる組織を構築する力の育成を

目的とした。その際，管理職を経験していない受講生に

とって，数多くの実務事例を示すことが自身の課題意識

の向上に繋がると考えた。この意味で教員と実践を共に

した受講生からは，期末に教職大学院が実施する学生授

業アンケートの自由記述コメントにおいて，「様々な活

動を提案された教育活動の目的を改めて認識し，深い学

びに繋がった。」との感想も聞かれた。

どちらの授業においても，受講生の学習姿勢は，意欲

や関心，態度の面では良好であり，自らのこれまでの経

験を踏まえ課題意識をもって学習に臨んでいた。また，

今後の教育活動や学校運営について，既習の内容を活用

しようとする姿勢が窺えた（なお，2019 年度春学期学

生授業アンケートにおける授業への満足度（レンジ 1-5

での受講者平均）は，「教育法規」4.8，「学校組織マネ

ジメント」4.4 であり，概ね良好と見受けられた）。

一方で，今回の研究は，根拠に基づいた実践（Evi-

dence-Based Practice, EBP）としての実践開発研究と

は必ずしもなりえていない。実践結果は，各授業におけ

る観察や受講生のコメントを中心に分析したことから，

根拠データに客観性が欠けるものとなっており，その意

味で研究計画面に課題を残している。

また，受講生にとって，研究者教員と実務家教員の協

働が授業の成果を左右する上で大きな要因である。実務

家教員にとって，研究者教員による理論との関連で実務

事例や演習内容を工夫し，より実践的な観点から準備を

進めることが求められる。そのためには，両教員が常日

頃から情報共有を図り，受講生のニードを的確に把握す

る必要がある。

協働による授業に対する受講生の反応は良好であった

と認められるが，限られた時間で研究者教員と実務家教

員が進める授業内容が過度に凝縮されていないか，他履

修科目との関連性は重視されているか，など授業の進め

方について一層の改善の余地があると思われる。

最後に，Table 7 ～ 8 に学生授業アンケートの自由記

述の一部を示した。その内容からは，「教育法規の理論

と実践」及び「学校組織マネジメント研究」の目的は概

ね達成されたと判断してよいと考えられる。

付記
本論は，執筆者二名で構想を協議した後，田村が草稿

を執筆し，大野の加筆，二名での再調整を経て完成稿と

した。本稿は両科目の内容全体を網羅する形式でないが，

Ⅰでの関心を踏まえて，実務家教員である田村の視点 ･

方法を最大記録化する方針が二名で尊重された。
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